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第3章 自営電気通信

第1節 概 況

1無 線 通 信

近年,電 子技術の著 しい進展 とともに,社 会活動の多様化,情 報化の時代

を迎え,無 線通信の利用分野は著 しく拡大するとともに,利 用形態も複雑多

岐にわたってきた。この結果47年 度末Y`は 無線局の総数は93万2,819局(対

前年度比12%増)の 多くに達 し,こ のうち自営の通信業務に供され る無線局

は90万7,064局 で全体の97%を 占めてお り,そ の利用形態は固定通信と移動

通信に大別される。

(1)固 定通信

固定地点間の自営通信としての無線の利用は,無 線電信法時代においては

極めて少なかった。しかし,第2次 世界大戦以後我が国の経済,科 学技術は

飛躍的に発展し,こ れに伴い無線通信に対する需要は著 しく増加し,電 波の

国民への開放を機としてあらゆる分野の自営通信に無線が導入されることと

なった。更に近年においては,官 民を問わず企業の合理化又は業務の省力化

の手段 として無線を取 り入れるケースが増加 しており,そ の普及に拍車をか

けている。固定局の数を用途別にみると第3-3-1表 のとお り広い分野に

おいて利用されてお り,前 年度に比べ9.2%の 増加を示 している。

これ らの固定通信は,主 としてマイクロ波多重回線によるほか短波回線な

どによって,全 国的又は局地的ネットワークを構成 して,各 種の業務におい

て重要な役割を果たしている。

なお,災 害時における重要通信の疎通を確保するため,回 線施設面で各種

の対策が講 じられている。

また,通 信方式は無線電話による音声通信のほか,画 像通信あるいはデー
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第3-3-1表 用途別固定局数
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タ通信等多様化 してきている。

(2)移 動通信

ア.航 空移動通信

我が国において,航 空無線通信業務の取扱いが開始されたのは昭和4年

4月 である。飛行ルー トに沿って東京,大 阪,箱 根,亀 山,福 岡にそれぞ

れ航空無線電信局が開設されたが,航 空機にはまだ無線設備が装置されて

いなかったので,空 地通信は行われず航空固定通信のみであった。空地通

信は,昭 和5年2月 日本航空輸送株式会社の航空機に無線電信が設置され

てか らである。通信は専 ら航空機の発着の状況 気象情報,特 に気象変化

の多い箱根,鈴 鹿上空の気象情報を飛行場に通知することであった。その

後航空機も年々増加 し,16年10月 には121局 に達していた。

第2次 世界大戦後 日本の航空活動は官民を問わず一切停止されて しまっ

た。航空活動が実質的に我が国の手にもどったのは27年 からである。27年

7月 日航機に対 して戦後初の航空機局の免許が与えられ,ま た,運 輸省は
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当時羽田空港において運営されていた米国のエアリンクを買収 し,東 京国

際航空通信局を開設 して対空通信を開始 した。 しかし,航 空交通管制業務

はまだ在 日米軍の手にあったので,30年5月 この業務が我が国の自主運営

に任せられるまでは,我 が国の民間航空機も在日米軍の航空局を通信の相

手方 としていた。27年 当時航空局7局(運 輸省3,新 聞社3,海 上保安庁

1),航 空機局15局(民 間航空6,新 聞社9),航 空固定局8局(運 輸省)

であったが,そ の後35年 ジェット機の導入,更 に45年 にはジャンボ機が就

航するに及び我が国の航空需要は急速に増加 し,航 空機局の数は1,000局

に達 しようとしている。

イ.海 上移動通信

海上を航行する船舶と陸上との無線通信は,一 般船舶については明治41

年に,漁 船については明治45年 に開始され,以 来海上無線通信は60余 年の

歴史によって培われてきた。船舶において無線通信は欠 くことのできない

通信手段であって,電 波法に定める無線設備の設置を強制されるいわゆる

義務船舶局をは じめとして,船 舶の安全の確保及び事業の能率的運営のた

めに無線局の開設が必要 とされている。47年度末現在,船 舶局は,第3-

3-2表 のとお り4万3,436局 に達 し,前 年度 より7.8%の 増加を示して

第3-3-2表 用途別船舶局数
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いる。

近年,小 型船舶を中心に無線電話の利用が急速に増加 しているが,大 型

船舶におけ る短波無線電話,国 際VHF無 線電話等の利用が増加す るなど

電話化の傾向が顕著になっている。47年 度末現在,船 舶局におけ る電信,

電話別の利用状況は第3-3-3表 のとお りであって,こ れを世界各国に

比較す ると船舶無線電信局は世界第1位,船 舶無線電話局は米国に次いで

第2位 となっている。

第3-3-3表 電信 ・電話別船舶局数
(47年度末現在)
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海上移動通信は大別して,航 行の安全,事 業の運営及び港湾出入管理の

ために行わ れ る。 まず船舶の航行の安全のための通信は,海 上保安庁の

無線局を中心 とする陸上側の遭難周波数の聴守の維持,航 行援助及び捜索

救助の体系をかさに して,船 舶側における聴守の維持及び相互救助の体系

によって構成され,こ れがいわゆる遭難通信制度の骨格をなしている。現

在我が国の遭難周波数は歴史的経緯,船 舶の実態と電波の物理的特性との

関係等か ら第3-3-4表 のとおり多岐にわたっており,聴 守を複雑にし

ているが,こ の集約化はひとり我が国のみならず世界的規模で望まれ,検
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討 され ている ところであ る。

第3-3-4表 聴守周波数
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無線設備を持たない小型船舶のために開発された遭難 自動通報設備は47

年度末現在2万1,136隻 に普及 し,海 難救助に効果を発揮 している。

船舶を使用する事業運営のための船舶と陸上 との通信は,公 衆通信によ

るほか漁業においては漁業用海岸局,内 航海運業においては内航用海岸局

を設置してそれぞれの事業の用に供している。

このほか,最 近船舶の港湾出入の管理管制を行 うために船舶交通の多い

主要港湾において,海 上保安庁及び港湾管理者が国際VHF無 線電話によ

って内外の船舶の港湾内における移動を管理 しており,こ の通信は海上移

動通信のなかに大きな比重を占めてきている。

ウ.陸 上移動通信

我が国の行政,産 業の分野において,移 動範囲の広域化に伴い,情 報交

換の迅速化等の必要性が高まり,中 枢機関と出先機関(自 動車,列 車等)

との間における通信連絡の手段 として陸 上移動通信は公共事業,公益事業,

私企業においてその利用が広 く普及し,社 会経済活動に大きく貢献 してい

る。

47年度末現在,基 地局及び陸上移動局をあわせて陸上移動業務の無線局

は,第3-3-5表 のとおり27万5,736局 に達 し,前 年度より14.2%の 増
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第3-3-5表 用途別陸上移動業務の無線局数

区 別
無 線 局 数

46年 度 47年 度

対前年度
増 加 率

警 察 用 25,792 28,098
0
890

航 空 交 通 管 制 用 63 80 27.0

気 象 用 405 412 1.7

水 防 用 6,492 6,659 2.6

道 路 用 577 646 12.0

新 聞 用 1,482 1,616 9.0

電気 ・ガス ・水道事業用 15,729 17,927 14.0

航 空 運 送 事 業 用 438 515 17.6

海 上 運 送 事 業 用 235 295 25.5

道 路 運 送 事 業 用 116,456 129,061 10.8

港 湾 通 信 業 務 用 496 1,047 111.1

そ の 他 73,336 89,380 21.9

計 241,501 275,736 14.2

これ らの陸上移動通信には,超 短波帯又は極超短波帯が使用されている

が,需 要が近年急激に増加しつつあるため,通 信路間隔の縮小などの措置

を講 じて周波数の不足に対処 してきている。

(3)無 線従事者

我が国の無線従事者制度については,明 治40年政府の第1級 無線通信士の

養成をもって始めとす るが,大 正4年 無線電信法の施行に伴い,無 線従事者

国家試験制度が確立された。また,電 気通信技術者については,昭 和15年 無

線通信士同様に資格制度が確立された。昭和25年 電波法が制定施行され,そ

の結果,無 線従事者資格制度は一大変革を遂げ,無 線従事者の資格について

は,無 線通信士,無 線技術士,特 殊無線技士及びアマチュア無線技士に分類

された。

その後,電 波科学の進歩発達と利用分野の拡大に伴って,無 線従事者制度

は,学 校等の認定制度,養 成課程の認定制度の導入等大小幾多の変革が行わ
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れ 今 日に至 ってい る。

47年 度に おけ る無線従事者 国家試験 申請者数は15万6,473名,合 格者数は

3万6,345名 となってい る。 これ らを前年度 に比べ る と申請者数において1

万8,719名,合 格者数に おいて6,685名 の 増加 となっいる。

また,同 年度 末には無線従事者数は92万6,644名 に 達 してい る。

2有 線電気通信

有線電気通信法のもとでは,有 線電気通信設備の設置は原則 として自由で

あ り,郵 政大臣への届出だけで設置できることになっている(特 定の場合に

は届出の義務も免除されている。)が,有 線電気通信法は,公 衆電気通信事業

を電電公社及び国際電電に行わせる建前のもとに,一 般の者が有線電気通信

設備を ①共同して設置 し,② 相互に接続 し,③ 他人に使用させること,に

ついては公衆電気通信業務となるおそれがあるため,原 則としてこれを禁止

している。

ただし,有 線放送のような片方向通信,有 線放送電話,公 衆電気通信に附

帯する通信,非 常時における一時的通信,緊 密な関係を有する者相互間の通

信あるいは公共の利益のある場合の通信等の特殊なものについては,一 定の

条件のもとにこれを解除 している。

電電公社又は国際電電の設置する設備,有 線放送電話業務用設備及び有線

放送設備以外のいわゆる自営有線電気通信設備の設置数は,47年12月 末現在

で40万5,397台(端 末機器)と なっている。

(1)利 用分野

自営有線電気通信の利用分野は広範に及ぶが,主 要な分野は電気事業,鉄

道,軌 道その他の運輸事業,製 造業等である。 各分野における利用規模を

端末機器の設置数において比較したものが第3-3-6図 である。設置数の

割合は①鉄道事業(64.5%),② 電気事業(24,5%),③ 製造業(5.4%),④

軌道事業(2.5%),⑤ 農林漁業(1.0%)の 順に多 く,こ のほか運輸事業(鉄

道,軌 道以外),鉱 業,建 設業,ガ ス ・水道事業,サ ービス業,商 業,警 察,
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教育,医 療等 の分野 におけ る利 用が あ る。

第3-3-6図 自営有線電気通信の利用分野別構成(端 末機器設置数の割合)

(47年is月 末現在)
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(注)そ の他には,農 林漁業,運 輸業,鉱 業,建 設業,ガ ス ・水道事業,サ

ービス業 ,卸 売 ・小売業,警 察事務等が含まれ る。

第3-3-6図 か らわかるように,鉄 道事業,電 気事業の分野における利

用は,端 末機器26万1,421台,9万9,326台,線 路 こう長164万3,500km,15万

8,700km(47年12月 現在,以 下この節において同じ。)とそれぞれ群を抜いて

いる。鉄道及び電気の各分野における利用は,単 に設置数において膨大であ

るばか りでなく,そ の営業区域を単位 とした広域ネ ットワークを構成してい

る点に特色がある。

これらの事業のほか・鉄鋼・化学等の工場区画内あるいは本社 ・工場間等

の各種通信を主 とする製造業分野(端 末機器2万1,799台,線 路こう長1,171

km),運 行管理及び緊急連絡などの通信を主 とする軌道事業(端 末機器3,527



第3章 自営電気通信 一199一

台,線 路こう長511km),農 林漁業団体内での電話,営 林署Y'よ る国有林野管

理用の電話等を主 とする農林漁業分野(端 末機器3,891台,線 路こう長5,423

km)で の利用規模が比較的大きい。

消防,航 空,海 上保安,防 衛の各分野における通信は,お おむね無線又は

電電公社の専用サービスによって行われ,自営有線電気通信の利用は少ない。

(2)通 信方式

自営有線電気通信設備をその通信の方式別に分類し,端 末機器の設置数に

おいて利用規模を比較すると,電 話が95.4%で 圧倒的に多 く,以 下テレメー

タ(1.5%),フ ァクシミリ(1.3%),テ レコントロール(1.0%),デ ータ伝

送(0.4%),テ レタイプ(0.3%)と なっており,こ のほかインターホン,有

線テレビジョン,テ レビ電話等の利用がある。

電話の設置数は,各 事業分野において最高であり,磁 石式,共 電式,自 動

交換式,周 波数選別方式,電 力線搬送方式等設備方式が多様であるとともに

機能的にも鉄道事業における運転指令,電 気事業における給電指令のような

いっせい指令方式のものがあるなど,各 様の利用が行われている。

テレメータ,フ ァクシミリ,テ レコントRル,デ ータ伝送及びテレタイ

プの利用のほとんどは鉄道事業 と電気事業の分野で行われ,他 の分野による

利用は極めて小規模である。インターホンは構内等における通信に用い られ

るのがほとんどであ り,構 内等以外に用いられる場合についての届出件数は

69件にすぎない。

このほか,有 線テ レビジョソが警察その他の分野で,テ レビ電話が製造業

の分野で,そ れぞれ小規模に利用されている。

(3)設 備の共同設置等

設備の共同設置等郵政大臣の許可を要するものについての許可件数は,47

年度末現在共同設置は7,687,相 互接続は15,他 人使用は292で あるが,こ れ

らを通信目的別に分類すれば次のとお りとなる。

まず,設 備の共同設置については,電 気事業に関連する通信を行 うものが

53%,鉄 道事業に関連す る通信を行 うものが40%(う ち国鉄が大半),そ の他
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のものが7%と なっている。

次に設備の相互接続については,鉄 道事業に関連す る通信を行うものが44

0,電 気事業に関連する通信を行うものが31%,そ の他のものが25%と なっ

ている。

最後に,設 備の他人使用については,警 察 ・消防事務に関す る通信が75%

道路管理及び道路上の非常用通信が12%,鉄 道輸送業務に関する通信が6%

辺地通信が4%,そ の他が3%と なっている。

なお,許 可を必要としない他人使用設備の うち,ひ とり暮 らし老人の保護

のための通信設備(主 としてインターホン)は,約2,400で ある。

第2節 分野別利用状況

1警 察 用

(1)現 状

ア.国 内通信

警察の初動活動を迅速確実に行 うためには,必 要な情報をいつでも,ま

た,ど こからでも即時に収集 し,又 は伝達 し得る体制を確立する必要があ

る。

警察通信回線は,こ のような目的からすべて自営回線により構成され,

かつ警察庁一管区警察局一都道府県警察本部(東 京都及び北海道における

方面本部を含む。以下 「県警本部」 という。)一警察署一派出所間を結ぶ全

国回線となっている。現在,警 察庁一管区警察局一県警本部相互間を結ぶ

幹線の警察通信は,マ イクロ波の無線多重回線で構成されてお り,そ のバ

ックアップ回線として短波回線を有している。

幹線は,電 話のほか模写電送,デ ータ伝送などに用いられてお り,犯 罪

捜査の手配や各種の情報交換などに盛んに利用されている。移動通信系で

は110番 の急訴によって事件現場へ急行するパ トロールカーの無線自動車

電話や第一線の警察官が個人装備 として使 う携帯無線機,受 令機か らヘ リ
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コプター,舟 艇にとう載 される無線機まで多くの種類の無線機が第一線の

警察活動に広 く使用されて,そ の威力を発揮 している。

なお,警 察庁一管区警察局一県警本部間では,マ イクロ回線を使用 して

バ ッチ方式によるデータ通信が行われている。

47年度において,警 察用無線通信の整備において重点的に実施されたも

のをあげると次のとおりである。

⑦ 超短波移動無線回線の150MHz化

全国的な都市雑音の増加に対処 し,ま た運用効率の向上を図るため,

数年前より30MHz帯 から150MHz帯 への移行が強力に進められてお り,

47年度でほぼ当初計画の3分 の1が 実施された。また,こ れに伴 う不感

地帯解消対策 としての中継所の建設 も急 ピッチで進められ,現 在,国 道

上で約80%,主 要県道を含めて約71%が サービスエリアとなるに至 った。

(イ)ウ ォーキ トーキ等の整備

最近の警察活動の広域化,ス ピー ド化に対処するため,警 察官が個人

装備に活用す る小型無線機(ウ ォーキ トーキ,受 令機等)の整備が46年 度

に引き続いて行われ,現 在,活 動警察官に対する保有率は,ウ ォーキ ト

ーキが14人に1台 ,受 令機が3人 に1台 程度にまで整備が進められた。

㈲ その他

無線PCM多 重回線を設定 し,各 種警察業務に対する電算機システム

を導入した。

イ.国 際通信

警察庁では,国 際犯罪の多発に伴い,国 際間の犯罪情報の交換を迅速に

行 うために,国 際刑事警察機構(ICPO)無 線網に加入 し,東 南アジア地域

の中心局 となって,パ リ総局をは じめ,機 構に加盟している東南アジア地

域の各国との間で,そ れぞれ通信を行っている。

(2)動 向

ア。初動時の通信確保

都市化の進展,交 通機関の発達,危 険物のはん濫 といった最近の情勢は
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警察活動の初動措置の重要性を一層増大 しているが,初 動措置におけ る決

定的な要素は初動時の通信確保であ り,正 確な情報を速やかに収集するこ

とである。 そのため,通 信指令室の整備,110番 の集中化等に より情報の

速やかな入手のための仕組みの整備に努めるとともにパ トロールカーの整

備(全 国で約6,400台),携 帯無線機(約1万3,000台)及 び携帯受令機(約

4万7,000台)の 充実を図っている。

イ.広 域配備体制の整備

国民の生活圏域の広域化に伴い警察活動 もますます広域化 している。こ

れらに対処す るため,隣 接す る府県警察相互間における緊急連絡の確保を

図る必要があ り,各 府県の通信指令室に隣県モニター装置を整備するとと

もに,移 動無線回y,.つ いては,全 国共通波の設定及び周波数の150MHz

化を引き続 き推進する。

ウ.情 報の多量化 ・多様化に伴う対策

社会情勢の変化により警察活動の情報量の増加と情報の質の多様化には

著 しいものがあるが,今 後,電 話はもとより画縁通信,デ ータ通信などの

通信需要はますます増大していくことが予想され る。

これらの通信需要を円滑に処理し得 る伝送路の総合的な利用と通信サー

ビスの充実の要請も一層高まるものと考えられる。

2海 上保安用

昭和23年 に海上における安全の確保と治安の維持を任務とする国家機関 と

して海上保安庁が設置され,我 が国周辺海域を海上移動業務,無 線測位業務

等の無線通信機能に よってカバーする警備救難及び航行援助の体制が整備さ

れるとともYom,迅速な警備救難活動を行 うために船舶局や航空機局のほか全

国固定通信系,携 帯移動通信系が構成されている。47年 度末現在 これら無線

局の数は第3-3-7表 のとおり2,901局 に達 している。
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警 備救難用無線局施設状況

区 別
無 線 局 数

46年 度 47年 度

対前年度
増△減率

海 岸 局 180 182 1.1%

船 舶 局 346 345 nO.3

航 空 局 52 56 7.7

航 空 機 局 26 zs 7.7

携 帯 基 地 局 44 44 0

携 帯 局 1,499 1,648 9.9

無 線 測 位 局 216 180 016.7

特 別 業 務 の 局 2 2 0

そ の 他 397 416 4.8

十
昌
旨
ロ 1 2,762 2,901 5.0

(1)警 備救難用通信

海上保安庁の主要任務の一つである海難救助その他海上における治安の維

持を効果的に行 うために,全 国に設置 した海岸局及び巡視船の船舶局におい

て,そ の規模に応 じ常時又は一定の時間第3-3-4表 の遭難周波数を聴守

して海難救助に備えている。また,全 国22か所に遭難 自動通報設備などから発

せられる遭難電波の方位を測定する施設を備え,捜索救助を容易にしている。

更に同庁の主要海岸局においては,警 備救難活動に加えて港内における船

舶交通の安全,港 内の整とんを図るために,主 として国際VHF無 線電話を

使用して港長事務を行っているほか,7海 岸局が,海 難救助機関において常

に特定の船舶の動向をは握 し,海 難の際の救助に資す るいわゆるアソバーシ

ステム(船 舶位置通報制度)に 参加 している。

このほか同庁においては,陸 上の無線局において船舶航行の安全を確保す

るため航路情報の放送を郵政大臣の告示するところにより行ってお り,ま た

関係各国が放送する航行警報を聴守 し必要に応 じて再放送 している。
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これ らの業務の47年度の通信状況を管区機関の管轄海域を担当す る海岸局

に例をとると第3-3-8表 のとおりで,通 信延べ時間及び通信回数におい

て前年度に比 し10%の 増加を示 している。

第3-3-8表 第3管 区海上保安本部海岸局の1日 平均通信取扱状況

区 別 陣 信延べ時剛 麗 回数 陣 信相手局数

46年 度

47年 度

対前年度増 △減率(0)

10時 間0分

Il時 間5分

10.8

172.3回

190.3回

10.4

54.7局

52.9局

03.3

(2)航 行援助用通信

海上保安庁はまた,我 が国沿岸の地理的条件と船舶交通の状況に応 じて,

電波を利用した航路標識施設を設置 し,航 行の安全と運航能率の向上に寄与

している。これらの無線測位業務の局は第3-3-9表 のとおり88局に達 し

ている。

第3-3-9表 航行援助用無線局施設状況(47年 度末現在)

区 別 方 式 無線局数

口 ラ ソ io

デ ツ カ 8

無線航行陸上局
ト ラ ソ ス ポ ン ダ a

・・ 一 パ ー レ ー ダ1 z

無 線 標 識 局

中 波 ピ ー ・ ソ1 48

ト ー キ ン グ ビ ー コ ソ 5

レ ー マ ー ・ ピ ー ・ ンi 6

・ 一 ス ビ ー ・ ンi 5

・ … 波 ・一 ・ ・一 ピー ・v 2

計1 ss

また,近 年船舶交通がとみに活発の度を加えている主要港湾及び狭水道に
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おいて航行の安全を確保するためには,陸 上か らきめ細い情報を積極的に提

供 して航行船舶を援助するとともに,適 切な船舶交通の管制を行 う必要が高

まってきた。このため同庁においては,最 新の電子技術を導入した海上交通

情報機構の設置を長期計画のもとに進めているが,47年 度には横浜市本牧に

ミリ波のハーバーレーダが完成し,京 浜港川崎区塩浜船舶通航信号所におい

て,東 京湾の一部港域内の管制及び航行援助を開始した。

これらの業務のための船舶との間の無線通信には国際VHF無 線電話が使

用され るが,従 来か ら警備救難及び港長事務にもこの電波が使用されている

ほか,48年7月 施行された海上交通安全法の航路管制にもこれが用いられる

ので,こ れ らの周波数需要に応ずるためには,国 際的規模で国際VHFの 狭

帯域化による周波数増を図るとともに,今 後これらの電波の一体的な運用を

図ることが必要 となっている。

(3)固 定通信

警備救難の第一線業務を円滑に推進し,並 びに航路標識施設の保守運用を

円滑に実施 して海上交通の安全に寄与す るために,本 庁と管区海上保安本部

との間に中央固定系,本 庁と各航空基地 との間に中央航空固定系の短波固定

回線を備え,公 衆通信施設に障害が発生 した場合でも重要な通信が確保でぎ

るようにしている。

また,管 区海上保安本部と航空基地,海 上保安部,海 上保安署,航 路標識

事務所間に地方固定系の短波回線を装備し同様の措置がなされている。

3航 空保安用

(1)航 空交通管制用通信

航空の分野における無線通信の役割は,専 ら航空機の航行の安全 と定時性

を確保することにある。 したがって,そ の主要な利用形態は航空交通管制の

ための通信 と無線航行援助のための通信(航 空保安無線)で ある。

民間航空機の航行の安全に関する業務は,多 少の例外はあってもほとんど

すべての国において国の責任によって行われており,こ のような業務に使用
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される通信を航空交通管制通信 と称 している。

ア.航 空移動業務

航空機が航行中地上の航空交通管制官との間に行 う空地通信である。国

内を航行ずる航空機 の管制はゴ札幌,凍 京,福 岡の航空交通管制部が,ま

た国際線に就航している航空機(日 航及び日本に乗 り入れている外国エア

ライン29社所属)の 管制は東京航空交通管制部がセンターとなって,そ れ

ぞれの責任範囲にある航空機に対 し行っている。

この業務に使用されている電波は,HFとVHFで あるが,HFはITU

で分配された2,850kHz～17,970kHzの 周波数帯を,葦 た,VHFは118

MHz～144MHzの 周波数帯を使用し,無 線電話によって行われている。

イ.航 空固定業務

(ア)航 空固定無線電話'一

航空機の航行の安全に責任を有する地上局が,自 己の責任範囲を離れ

て隣接する地域へ航行する航空機の管制を隣接の責任地上局へ移管する

ための,隣 接管制区管制機関相互間の直通無線電話通信である。

国内を航行する航空機の管制のために札幌,東 京,福 岡,那 覇相互間

に,ま た,国 際線就航便のために東京 とアンカレッジ,率 ノルル,グ ア

ム,大 邸,ハ バロフスク相互間に,衛 星又はHFに よる直通無線電話回

線が設定 されている。

(イ)航 空固定無線電信

航空機が飛行前にあらか じめ 目的地の空港を管轄する管制部か ら飛行

許可等を得るために行われる管制部相互間の直通無線電信通信(国 際通

信網としては,AFTN回 線)で ある。

国内を航行する航空機の航空交通業務通報(飛 行計画,ノ ータム,捜

索救助等に関する通報)は 上記アに掲げる管制部相互間に,ま た国際線

就航機のためには東京国際通信局とホノルル,香 港,京 城,モ スクワの

国際通信局 との間にテレタイプ回線が設定され,HF又 は衛星回線が使

用 されている。
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(2)航 空無線航行用通信

現在航空機はヘリコプター,自 家用軽飛行機等一部の小型航空機が有視界

飛行を行っているほかは,す べて地上の航空保安施設を利用 して機上の無線

航行装置により計器飛行を行っている。機上の装置には空地通信 のた め の

VHF帯,UHF帯 及びHF帯 を使用する通信設備のほかに,前 述のような

無線航行装置としてADF,電 波高度計,気 象 レーダ,ATCト ランスポン

ダ,DME,ド ップラナビr'タ 等があ り,現 在就航中のジェット機はすべ

てこれ らの装置を有している。

一方地上においても47年度末現在第3-3-10表 に示すような各種の航空

第3-3-10表 航空保安無線施設等の設置状況(47年 度末現在)

翻 一一 …轡 」肇1縫2縫 灘 の他齢 空路用1計
NDB
(無指 向 性無 線標識 施 設)

VOR

(VHF全 方向式無線標識施設)

DME

(距 離 測 定 用 施 設)

TACAN

(UHF全 方 向方位距離測定用施設)

ILS

(計 器 着 陸 用 施 設)

ASR

(空 港 監 視 レ ー ダ)

SSR

(二 次 監 視 レ ー ダ)

PAR

(精 測 進 入 レ ー ダ)

ASDE

(空 港 面 探 知 レ ー ダ)

ATIS

(飛 行 場 情 報 放 送 施 設)

ARSR

(航 空 路 監 視 レ ー ダ)

5

3

3

5

3

3

2

z

3

24

8

9

2

ii

8

8

3

1

2

33 i

1

31

30

8

9

3

94

41

20

ii

17

11

14

5

3

」

-
5

2 z
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保安無線施設が設置されており,航 空機はこれら地上の無線航行援助施設と

対応 して自機の針路,位 置,速 度,高 度等を測定 し安全運航を行っている。

47年度にはNDB9,VOR8,DME8,ILS4,ASR1及

びSSR2が それぞれ新設された。

(3)飛 行場情報放送用通信

飛行場情報放送用通信は,航 空機が特定空港に離着陸する際に 必 要 な 風

速,風 向,視 程,飛 行場の状態,航 空保安施設の運用状況,使 用滑走路の情

報等を自動的に放送するものである。この業務は,運 輸省が東京,大 阪,那

覇の各空港において,VHF帯 を使用 して運用 しているが,東 京,大 阪のは

いずれ も47年度に新設されたものである。

(4)将 来の動向

我が国における航空需要は近年 とみに増大 し,こ のため空港及び航空路の

混雑は年を追 ってその度合いを増している。 このことはひとり我が国のみの

現象ではなく世界的な傾向である。 このような情勢に対処す るため,航 空通

信の分野では,次 のような将来計画が導入されようとしている。すなわち,

①管制情報処理システムを導入すること,② 現在のHF帯 使用による通達距

離の拡大 と通信の質の改善のため宇宙通信技術を導入すること,③ データ自

動交換方式を採用すること,④VHFチ ャンネル間隔を現在の50kHzか ら更

に25kHz間 隔に縮小すること等である。 これ らの将来計画が実現されること

によって,航 行の安全性 と定時性が より一層確保されることとな るで あ ろ

う。

4気 象 用

気象庁は,気 象観測,観 測資料の収集,解 析,予 警報の発表等の気象業務

の円滑な遂行を図るため無線局を開設 し,特 に離島,岬,高 山等のへき地,

海上及び上空の気象資料の収集,船 舶,航 空機等に対する気象通報の伝送に

有効に使用 している。これ らの無線局の47年度末の局数は1,153局 となって

いる。
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(1)気 象観測用通信

気象の予報,警 報等の精度を高めるためY'はできる限 り観測網を密にする

ことが必要であ り,一 方電波を利用する自動観測技術が格段に進歩 したこと

もあって,気 象観測のため多種多様な無線通信施設が設置されている。気象

観測用の無線通信施設には無線 ロボ ット,ラ ジオゾンデ,レ ーウィン,気 象

レーダ等気象観測器と一体 となって又は単独に,自 動的に気象情報の伝送を

行うものと,山間へき地に設置される無人の観測施設の巡回保守,及 び観測施

設のない場所における臨時の気象観測のための通信に使用されるものとがあ

る。前者のうち,無 線 ロボ ットは雨量,潮 の干満,波 浪,地 震等の観測に,

ラジオゾンデは高層大気の気圧,気 温及び湿度の観測に,レ ーウィンは高層

における風向及び風速の観測に,気 象 レーダは台風 前線,雨 域等の観測に

それぞれ使用されている。このほか大洋上の気象資料の空白地域を埋めるた

め洋上の気象,海 象を自動的に観測,通 報する海洋気象用ブイロボ ットが日

本海で2施 設運用されている。

気象庁は,47年 度において,那 覇気象 レーダをは じめ42施 設の無線設備の

更新及び28施設の新設を行 ったが,今 後においても,局 地的異常気象をは握

して災害の未然防止を図るためには,無 線ロボットの整備増強が必要とされ

ている。

(2)気 象資料収集,連 絡用通信

全国の気象官署等で観測 した気象データは,無 線ロボ ット等か ら発信され

たもの及び航行中の船舶か ら報告されたものを含め,す べ て地方予報中枢

(札幌,仙 台,東 京,大 阪及び福岡の各管区気象台並びに名古屋,新 潟,高

松,広 島及び鹿児島の各地方気象台)及 び全国予報中枢(気 象庁)へ 集めら

れ,そ こで編集される。

更Yom,編 集された気象データは再び地方予報中枢を経て各気象官署に配分

される。このような気象データの収集,配 分のための通信には主として専用

の公衆通信回線が使用されているが,そ のバックアップ回線 として主要気象

官署(13)と 気象庁との間に短波の無線電信回線が設定されている。また,気
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象要素の分布,解 析,予 想,レ ーダエコー,気 象衛星による雲写真等の図面

的なものは,全 国か ら収集された気象データをもとに図的資料 として作成さ

れ,全 国予報中枢か ら主として特別業務の局による気象無線模写通報 として

各気象官署に配分されるが,超 短波の無線回線又は専用の有線回線を使用 し

て配分されるものもある。予警報,指 示報,地 震津波の情報等の平文の通信

は,全 国予報中枢及び地方予報中枢か ら主として専用の有線テ レタイプ向線

を使用 して各気象官署に伝送されるが,超 短波の無線回線によって伝送され

るものもある。予報等の指示連絡で口頭によるものは,全 国予報中枢か ら地

方予報中枢に対 しては専用の有線電話回線により,地 方予報中枢か ら所属の

気象官署に対 しては超短波の無線電話回線に よちて行われている。

(3)気 象通報用通信

気象庁は,予 報,警 報,実 況報,解 析報,天 気図等の情報を気象通報 とし

て自ら開設す る特別業務の局及び電電公社の開設する公衆通信業務用の無線

局Y'よ り,毎 日一定の時刻に国内及び国外の気象官署,航 行中の船舶,航 空

機等に対 して通報 している。気象通報用の無線局は,電 電公社の開設するも

のを含めて現在7局 であ り,47年 度においては,'成 田新空港の開港に備Txて

航空気象模写通報の放送を行 う無線局が新設 され,48年4月1日 か ら運用を

開始 した。47年 度末現在運用中の6局 について,そ れ らの免許人,送 信所,一

気象通報の種別及び年間の通報回数をあげれば第3-3-11表 のとおりであ

る。

第3-3-11表 気 象通報用無線局一覧表

免 許 人 送信所 気象通報の種別 1縢 回数

電 電 公 社
"

気 象 庁
〃

〃

"

市

市

葉

倉

〃

千

佐

国内気象無線通報

船舶気象無線通報 』

国際気象無線通報

半球気象無線通報

気象無線模写通報

ボルメット無線通報

5,595

9,8ら5

114,245

292,000

14,600

27,520
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5防 災 用

(1)防 災行政用通信

我が国はその地理的,気 象的条件か ら古来災害が多 く,毎 年各方面にわた

りじん大な被害を受けているため,防 災,応 急救助,災 害復旧等の諸施策

を強化するよう災害対策基本法(昭 和36年 法律第223号)を 中心とする各種

法制により必要な措置が講ぜ られている。なかでも都道府県においては,災

害対策基本法に基づき知事が当該地域における災害対策の最高責任者 として

防災の責務を遂行するため,都 道府県地域防災計画を策定 し,災 害に対処 し

得る体制を着々整備 しつつあるところであるが,こ の一環 として47年度末現
　 ノ

在,第3-3-12表 のとお り防災行政無線局設置計画が進め られている0こ

の無線通信は地域防災計画にのっとったもので,県,県 の出先機関,市 町

村,地 方気象官署等の防災関係機関が相互に直通無線回線を構成 しており,

防災業務を遂行するに必要な通信の確保を図っている。また,上 記の直通回

線のほか当該地域全域をカバーする移動通信系及び地区別の移動通信系を整

備 し,災 害時における通信回線確保に万全を期 している。

(2)水 防 ・道路用通信

デ.建 設省では,水 防及び道路整備事務の円滑な遂行を図るため水防道路

用無線局を開設 し,災 害の予防,復 旧等に関する緊急連絡に活用 してい
㌣

る。その回線構成は,中 央から末端現場に至るまでの状況が十分にに握

でき,確 実な指令伝達が行われるよう第3-3-13図 のとおりの系統と

なっている。

回線網は,本 省から各地方建設局及び北海道開発庁北海道開発局へ至

る本省回線 地方建設局等か ら各工事事務所又はダム管理所へ至る本局

回線 事務所等から出張所,派 出所等へ至る事務所回線があり,こ れ ら

はマイクロ回線で結ばれている。

なお,事 務所,出 張所等か ら現場又はパ トロール車へは,超 短波帯又

は極超短波帯で通信網が構成されている。
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第3-3-12表 防災行政無線局の設置計画状況

都 道府 県

北
青
岩
宮
秋

山
福
茨
栃
群

埼
千
束
神
新

山
長
富
石
岐

静
愛
三
福
滋

京
大
兵
奈
和

鳥
島
岡
広
山

徳
香
愛
高
福

佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

海

奈

歌

児

道
森
手
城
田

形
島
城
木
馬

玉
葉
京
川
潟

梨
野
山
川
阜

岡
知
重
井
賀

都
阪
庫
良
山

取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡

賀
崎
本
分
崎
島
縄

画
了
中用

計
完
運

0

O

0

○

○

計 画実施中

0

○
○

○
○

　

中
査
上

画
調
計

計
(
費

0

0

0

○
○

○
○

0

○
○
○

2～3年 の うちに

調査費をつけて具体的
に進める

0

0

○
○

○
○

O

0

0

○
○
○

○

O

未計画

○
○
○
○
○

○

○

○
○

O

○(注)

0

(注)従 来の行政無線により暫定的に実施中である。
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第3-3-13図 水防 ・道路用通信回線系統図

北

方
蝸

東

地
臨

●一

北海道

開発局

ゐ

(注)一 は固定通信系を,… …は移動通信系を示す。

これらの回線のうち,本 省回線及び本局回線については47年度におい

てほとんど整備された。

イ.地 方公共団体は,河 川の工事,こ う水又は高潮等による災害対策のた

め無線局を開設 し,そ の中枢機関と工事事務所,ダ ム管理所等の出先機

関との問,出 先機関とパ トロール車との間に無線回線を構成している。

なお,水 防業務の遂行にあたっては,国 と都道府県が相互に連絡を保

つことが必要であるので,建 設本省と都道府県 との間にも無線回線を設

走 している。

(3)消 防 ・救急用通信

ア.地 方公共団体は,最 近における都市構造の複雑化 ・交通事故の多発化
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等により,そ の活動分野は,消 防 ・救急活動に とどまらず,予 防行政 も

含めて多種多様な活動が要求されるようになっている。

地方公共団体では,こ の任務の円滑な遂行を図るため,消 防本部,消

防署等 と消防車及び救急車との間に無線局を開設 し,非 常事態が発生 し

た際における命令伝達,状 況報告等の連絡手段 として大いに活用 してい

る。

イ。消防庁は,各 都道府県 との間に消防情報(災 害報告,火 災,救 急速報

等)の 収集及び伝達を行 うために消防防災無線通信網の整備を推進 し,

成果をあげている。この回線は,建 設省の全国回線を共用 しているもの

で,47年 度に東京都及び沖縄県を除き全回線の設定を完了した。

6鉄 道事業用

(1)概 況

鉄道事業においては,列 車の安全運転と定時性の確保が最も重要な任務で

ある。このため,線 路,列 車等の事故による運転ダイヤが乱れた場合の復旧

及び誘発事故防止対策等ゐためには運転,電 力,駅 等のすべての機関が集中

的に活動 し,緊 急に措置する必要があるので,各 機関相互間の自営の通信回

線を有 している。 これ らの回線は一般には有線による直通回線であ り,電

話,テ レタイプ,デ ータ伝送,フ ァクシミリ,テ,レ メータ等の各種端末機器

が総計26万1,421台,線 路こう長で約164万3,500kmに 及んでいる。

企業体別にみると国鉄(端 末機器22万4,530台,線 路 こう長約163万km)

が群を抜き,以 下東武鉄道(端 末機器4,844台),近 畿 日本鉄道(同3,826

台),名 古屋鉄道(同2,734台),南 海電鉄 一(同2,535台)の 順 となっている

(47年12月 末現在)。

国鉄及び大手私鉄においては,回 線数が極めて多くなるため,通 信効率の

向上と経済性の観点から特急列車停車駅等の主要駅,主 要変電所等を中心と

する局地的有線回線網を構成し,こ れを運転指令所,電 力指令所等 の中央機

関に集中 しているものが多い。この局地集中機関と中央機関との回線は回線



第3章 自営電気通信 一215一

数が多く,機 能上極めて重要であって,瞬 断が許されないため多重無線回線

とし,ま た,局 地有線回線が切断した場合にも通信の疎通を確保するため局

地有線回線網相互間の接続によるう回ルー トの設定が可能なようになってい

る。

これ らの回線は,運 転指令及び電力指令についてはすべて直通回線とし,

緊急通信を確保する対策が講 じられているほか,旅 客に対する列車運行状況

の周知,特 に最近では乗車券,座 席の予約販売に利用されている。

通信方式は電話が主であるが,運 転指令,電 力指令においては,そ の正確

度が要求されるので指令書のファクシミリ伝送,座 席予約等電子計算機によ

る情報処理のためのデータ伝送が併用されている。また,最 近における列車

の過密化,高 速化に伴い,運 転指令においても信号機及び転てつ機の操作の

集中化,自 動化と運転指令者か ら運転者に対して直接指令する列車無線の採

用及び列車のプログラム運転等が実施されつつあり,ま た電力系統の集中管

理及びこれに伴う変電所の無人化が逐次進行 しているので,電 子計算機によ

る情報処理及びこれに基づ く制御等のためのデータ通信が増大し,通 信回線

の重要度が高まるとともに回線信頼度の向上が要求され,無 線化区間が増大

する傾向にある。

(2)現 状と動向

ア.日 本国有鉄道

国鉄では1日,約2万6,100本 の列車㊧運行,ヤ ー ドにおける貨車の分

解,列 車の組成,旅 客の要望に対応 した座席予約システム,貨 物輸送に関

するあらゆる情報を処理するシステム等に無線が利用されており,そ め主

なものは次のとおりである。

① 本 社一 鉄道管理局……7.5GHz帯(固 定系)

② 鉄道管理局一 現場……60MHz帯(固 定系),400MHz帯(固 定系,移

動系),2GHz帯(固 定系)

現 噛場一 現場……400MHz帯(移 動系)

③ 新幹線列車無線……400MHz帯(移 動系)
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④ 乗 務 員 無 線……400MHz帯(移 動系)

⑤ 災害用無線送電線保守用無線……150MHz帯(移 動系)

⑥ ヤー ド作業用無線……400MHz,150MHz帯(移 動系)

これ らの無線回線は,国 鉄の情報処理の進展 と設備の近代化,合 理化等

に よってますますその信頼性の向上と規模の拡大,質 的向上の要請が強く

なっている。

特にデータ伝送回線網の拡充強化と制御通信網の拡充は緊急の問題 とし

て進展 していくものとみ られる。

47年度には,山 陽新幹線の運転に不可欠 となる電話,デ ータ,制 御用回

線を構成す るため,マ イクロ回線の建設を行 うとともに,必 要な列車無線

基地局の建設が進められたが,今 後引き続 き東北,上 越等の全国新幹線網

の整備に伴い,こ れら無線系の増強整備が行われていく計画である。

一方,在 来線では,45年 度か ら使用を始めた乗務員無線は現在ほとんど

の線区で使用され,47年 度までに約2万 台に達 している。乗務員無線は,

列車の運転士車掌間の連絡及び列車ともより駅との間の緊急連絡Y'使 用さ

れ列車の運行,保 安確保に非常な効果をあげつつある。

去る47年11月 に発生 した北陸 トンネル内の列車火災事故では,機 関士 と

車掌間の連絡や,救 援列車 と駅 との間の連絡などに可能な限 り有効に活用

され効果をあげたが,遺 憾ながら トンネル内の列車 と駅 との連絡には使用

できなかったため,今 後はこの事故にかんがみ,ト ンネル内でも駅 と列車

間の連絡ができるよう トンネル対策が進められている。

イ.私 鉄

国鉄 とともに我が国の陸上輸送の主役を果たしている私鉄では,増 大す

る輸送量に対処するため,列 車本数の増加,列 車のスピー ドアップに力を

入れ るとともに,そ の使命である旅客の安全輸送を確保するために,踏 切

りの改善,CTC,ATCの 導入をは じめ,事 故発生時における運転指令

と乗務員との間の緊急連絡のための列車無線,又 は列車事故,踏 切事故発

生の際における二重事故を避けるために対向列車,後 続列車に警報を送 る



第3-3-14表 私鉄における鉄道用無線利用状況
(47年度末現在)

ぱ
運転指令

電力指令用回線(
マイクロ)
一般業務用

回線
(マイクロ)

列車 無線
(超短波)

応急用無線
(超短波)

列車接近警報用無線

(短 波)
保線作業用無線(超短波

,
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ための防護無線等が逐次整備 されている。その他,保 線作業の能率化のた

めの作業用無線も利用され,更 に構内における列車入れ替え作業のための

ヤー ド無線も一部で採用されている。

また,保 線作業上の安全確保のための列車接近警報無線を採用 している

私鉄 もある。

更に一部の私鉄では経営の近代化,合 理化のため,電 子計算機を導入し

信号設備,変 電所等の自動化を進めようとしてお り,こ れに必要な手段と

して通信回線の拡充整備を図っている。

このように主要幹線回線であるマイクR回 線の設置,運 転指令と走行中

の列車乗務員との間の連絡用の列車無線の整備等が,今 後急速に行われる

とみられ る。

なお,主 な私鉄における鉄道用無線利用状況は,第3-3-14表 のとお

りである。

7電 気 ・ガス ・水道事業用

(1)電 気事業用通信

ア.現 状

電気事業は,国 民生活に直接的な関係をもって お り,こ の事業が円滑

に遂行されるためには,発 電所,変 電所等の各種施設の制御,監 視を常

に迅速に行 う必要があ り,こ の ため通信回線が不可欠のものとなってい

る。

通信回線は,本 社,支 社,発 ・変電所等の間に設け られ,発 ・変電所等

の制御,監 視を集中管理するため,中 央(本 社)又 は系統(支 社)給 電指

令所にこれ らの回線を収容 し,能 率的かつ経済的な管理を行っている。こ

のほか各電力会社が協力し,日 本全土の電力の需給調聲を図るため,中 央

電力協議会があり,各 電力会社の回線は同協議会の給電連絡指令所に収容

されている。 これ らの回線は原則として自営とし,無 線通信回線等が利用

されているが,幹 線系についてはマイクロ回線となっている。 また,水 力
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発 電所 では ダムの放水を住民に警報す る放流警報無線,気 象観測用テ レメ

ータ回線がある。47年 度末現在の主要電力会社別事業所別無線化状況は,

第3-3-15表 の とお りであ る。 、

通信回線 としては無線 のほか,有 線 によるものがあ る。 電話,テ レメー

タ,テ レコン トロール,テ レタイプ,デ ー タ伝送等の各種端末機器が総計

9万9,326台,線 路 こ う長は約15万8,700km及 んでい る。

企業別 にみ ると東京電力(端 末機器2万6,918台,線 路 こう長3万5,500

km)を 筆 頭に,以 下関西電 力(端 末機器1万6,296台),中 部 電力(同1

万3,927台),九 州電力(同1万3,065台 ン の順 となっている(47年12月 末

現在)。 ・

電気事業は,電 力会社以外では地方公共団体において も行われ,事 業運

営及びそれに必要 な通信回線の構 成 も小規模ではあ るが,電 力会社 と類似

の形態 となっている。

第3-3-15表 主要電力会社別事業所別無線化状況

(47年度末現在)

撫;r一 轡 朧 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国九礪

発電所

原子力 一 一11・ ・1-1-11・ ・1。 ・t-1-1'一

火 力44}1・ ・11・ ・}・211・ ・1・4561・ ・137F1・ ・

水 力111・1・1・i・t・1・1337s

超高圧の魏 醐861。 ・1。 ・11・ ・1。 ・lg65。1・ ・国1・ ・

上記以外の" 1254193625

本 ・支社 ・勧 所 等1659。9116383173'611・ ・6111・ ・

営 業 所6425}・ ・11612t39[18・2・1・i一

(注)1.各 社 ごとに事業所の総数を100と し,無 線化された事業所数をパーセン

トで示した数字である。

2.一 印は,該 当の事業所がないものである。

イ.動 向,

最 近の電力総需要量は,毎 年10%の 伸 び率を示 しているので,各 社 とも
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電力資源の開発は,水 力から火力,原 子力に移行するす う勢にある。また

その設備の大規模化,発 電地の遠隔化等か ら電力輸送設備は超 々高圧(50

万ボル ト)と なる予定である。

このような電力設備の大規模化に対処するため,電 力系統の安定かつ効

率的な運用を確保する通信設備,特 に無線設備の整備が次の諸点に重点を

おいて行われるとみ られる。

① 電気事業の広域化に伴い,電 力系統の事故を他地域へ波及,拡 大させ

ないため,事 故区間を高速 しゃ断する必要があり,キ ャリヤ リレー(送

電線の保護装置)の 使用により高信頼化を図る。

② 電力系統設備の運転管理の合理化,自 動化,集 中管理制御化を図る。

③ 変動する負荷に対 して常時,安 定 した電力を供給す るため,電 子計算

機を導入 し,各 設備を有機的に連係する給電,運 用の総合的 自動化を推

進する。

このため通信回線は,災 害に強 く,高 信頼度を有 し,か つ多量の情報を

高速伝送する必要があり,本 社,支 社,基 幹電力系統の各電気所間の多重

無線回線の増設,既 設回線を利用するう回ルー トによる多ルー ト化,有 線

回線 と無線回線の併設による多ルー ト化が行われ,か つデータ通信への移

行が図 られるものとみ られる。

(2)ガ ス事業用通信

ア.現 状

都市ガスの需要は,近 年急速に増大 しているため,幹 線のガス導管は中

圧管か ら高圧管,超 高圧管に移行 しつつある。 この ようなガス圧の増大

等に伴って,導 管事故によるガス災害が大規模化するおそれが増大 してい

る。このためガスの流量,圧 力,各 設備の動作状況等を常時監視,制 御を

行い,ま た,生 産量の調節を行 うため,本 社 と整圧所,工 場等の間にテ レ

メータ回線及び指令回線が設置されている。 これ らの回線は有線 ・無線回

線であるが,主 要各社はこれ らの回線を本社の中央供給操作所に収容し集

中管理を行 うとともに,電 子計算機を導入 して情報処理にあたり,か っガ
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ス需要の動向を常時は握 し,適 切な需給調整を行っている。このため回線

に対する高信頼度が要求されるので,無 線回線が使用され,か つ本社,整

圧所,工 場間の幹線は多重回線となっている。

イ.動 向

ガス利用は近年著しく増大 し,都 市ガスの需要に拍車をかけ,毎 年約8

%以 上の伸び率を示 しており,ま た,供 給区域は毎年2%以 上の伸び率で

広域化している。 これ らの需要の変動に対応 して,事 業の拡大合理化等の

ため,機 能の総合自動化が推進され るものとみ られ,特 に導管事故によ

るガス災害の大規模化の防止,事 故復旧対策に重点をおいたガス施設の監

視,制 御,連 絡体制が強化されていくものとみ られる。

このため通信回線の需要はますます増大するとともに,自 動化に伴 うデ

ータ通信の採用,広 域運営のための中央集中化に伴 う通信システムの統一

等か ら,高 信頼度回線の要求等による無線回線化の需要が増大す るものと

みられる。

(3)水 道事業用通信

水道事業は,健 康で文化的な生活を支えるばか りでなく,あ らゆる産業活

動又は都市機能を維持していく上に必要不可欠の事業である。近年産業経済

界の発展 と相まって急激な都市化現象が現れ,都 市周辺の人口は急速に増加

し水需要の増大をきたしている。したがって,水 道事業は取水場,浄 水池,

配水池等の水道各施設の新増設等施設の整備拡大とともに,合 理的,能 率的

な管理維持を図るため,電 子計算機を使用した集中管理方式を導入する等種

々の対策も講ぜ られている。

また,水 道事業は関係地域がその事業の特殊性か ら広範囲に及ぶので,各

事業所 と本部との間に不断の連絡を必要とするものである。特に浄水及び給

水設備に事故が発生 した場合には事故現場 と本部間に緊密な連絡を図る必要

がある。このため自営の無線通信回線が必要 とされ,地 方公共団体が設置す

る水道事業用無線通信回線は,固 定系,移 動系 とも逐年増加の傾向にある。
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8港 湾通信業務用

国際海上VHF無 線電話(156～174MHz)に よる港湾通信業務は,港 湾内

又はその付近における船舶の交通整理,び ょう地,船 席の指定,検 疫のほか

水先業務,ひ き船事業などを含む船舶の移動を安全かっ能率的に遂行するた

めに行われる。この制度は,1957年 に欧州12か 国で締結されたへ一グ協定に

よって開始され,1959年 の世界無線通信主管庁会議において国際電気通信条

約附属無線通信規則に採用されて以来,世 界の主要港湾において国際海上移

動業務の無線通信 として行われている。

我が国においては,昭 和39年 にオリンピック東京大会の開催を契機として

京浜港で この業務が開始されて以来逐次6大 港湾に及び,海 上保安庁の海岸

局のほか,東 京,横 浜,川 崎,千 葉,鹿 島,静 岡,名 古屋,四 日市,大 阪,

神戸,坂 出,下 関及び北九州の各港湾管理者が海岸局(ポ ー トラジオ)を 開

設 してこの業務を行っている。

第3-3-16図 国際海上VHF利 用船舶数(国 籍別,東 京湾各港別)

騰 隻

横須賀千 葉
←go隻

1,631隻o・8%

14.1

総 計7
,069隻

11,577隻

61.0%

英国
83851E
7.2%慮 藩

日 本

3,940隻
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我が国経済の発展に伴い主要港湾における内外船舶の往来は とみに増加 し

ているが,国際海上VHFを 利用する船舶数を東京湾に例をとると,47年度に

おいては第3-3-16図 に示すとお りであ り,前年度 より20%増 加している。

また,横 浜ポー トラジオにおける47年度の通信状況をみると,第3-3-

17表のとお りであ り,通 信延べ時間及び通信相手局数においても飛躍的な伸

びを示 している。

第3-3-17表 横浜ポー トラジオの通信取扱状況

区 別 通信延べ時間 }鮪 磁 陣 信相手局数

46年 度

47年 度

対前年度増加率(0)

24時 間54分

36時 間34分

46.9

640回

899回

40.5

391局

513局

31.2

上記のほか,港 湾内における船舶の移動 と密接不可分の関係にある水先業

務及びひき船事業においても,今 後国際海上VHFを 使用して港湾通信業務

を行 うことが見込まれており,同 一港湾において共通の国際海上VHFチ ャ

ンネルを使用することとなるので,こ れ らの者が港湾管理者と設備を共用し

て一体的な運用を行うことが必要になる。

我が国の船舶局のうち国際海上VHF無 線電話設備を設置するものは,外

航航路に就航する船舶 の船舶局,内 航義務電話局等を含めて47年 度末現在

3,250局 であるが,主 要港湾に出入する船舶はできる限 り多くがこの設備を

設置 して港湾通信業務を行 うことにより,航 行の安全及び能率的な運行を図

ることが望まれている。

9新 聞 ・通信用

新聞社及び通信社の事業は,随 時随所Y`発 生するいろいろな事件を迅速か

つ正確に報道することが生命であって,こ の手段 としての通信が必要不可欠

なものであることはもちろんであるが,そ のうち,特 に無線通信は,陸 上移
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動無線及び同報無線のように,ニ ュースの取材,収 集及び供給に関 し重要な

役割を果たしている。

これらのうち97%が 陸上移動無線であり,こ れに使用する周波数は超短波

帯及び極超短波帯で,主 として取材活動に使用されている。

また,同 報無線は,通 信社が超短波帯及び極超短波帯を使用 して,一 般ニ

ュースのほか経済 ニュース等を官公署,金 融機関,商 社等に通報 している。

47年 度末現在,新 聞社及び通信社は約2,900局 の無線局を開設 し運用 して

いる。

10航 空運送事業用

国が直接行う航空機の航行の安全のための航空交通管制通信に対 して,定

期,不 定期の航空運送事業者等が自社の航空機の整備,運 航その他航空機と

う乗者に関す る一般事務等に関 し,事 業用 として行 う通信がある。 このよう

な通信を一般に運行管理通信 と称 している。

現在我が国には日航,全 日空,東 亜国内航空等旅客,貨 物の輸送を行 う運

送事業者のほか広告,宣 伝,農 薬散布,測 地,乗 員養成,訓 練等を行 う私企

業(航 空機使用事業)が 多数存在 しているが,こ れ らの事業体(約50社)が

自己の事業用 として航空局,航 空機局等の無線局を開設 し専用の通信を行っ

ている。 これ らの通信は,国 際線に就航する航空機がHF帯 を使用 している

ほかはすべてVHF帯 によって行われている。

なお,那 覇空港及び今後開港が予定される成田空港においては,国 が行 う

航空交通管制を除き,一 般の空港内航空無線通信は,国 際電電及び電電公社

が提供する公衆通信業務を利用 して行われることになっている。成田空港が

開港 されると,航 空局2,i基 地局1及 び陸上移動局291が 運用を開始する予

定である。

11海 上運送事業用

船舶無線は明治41年 から実用に供され,船 舶航行の安全 とともに海運事業
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の合理的運営に寄与 してきた。当初船舶側及び陸上側の無線施設はともに国

(逓信省)が 公衆通信の取扱機関として設置 したものであったが,大 正4年

無線電信法の施行によって船舶側の無線施設については国以外の者による設

置が許され,更 に昭和25年 電波法の施行により電波の利用が広く一般に開放

され,陸 上側の施設についても自営のみちが開かれた。

(1)外 航海運用通信

我が国海運は第2次 世界大戦で壊滅的打撃を受けたが,そ の後における経

済の驚異的な復興により世界第2の 海運国とな り,戦 前をしのぐ船舶を保有

するところとなった。これ ら外航船舶のうち大型船舶は,中 波電信,中 短波

電話,短 波電信,短 波電話の周波数を使用 した大電力の無線設備,世 界の主

要港湾において使用されている国際海上VHF無 線電話設備のほか レーダ,

無線方位測定機,ロ ラン受信機等の設備を備え,航 行の安全及び貨 物 の 輸

送,手 配等に関する通信を内外の海岸局 と行 うほか,船 舶向けに行われる気

象,海 況,流 行病その他航行の安全Y`必 要な情報の放送を受信 している。こ

れ ら船舶における事業運営その他乗組員のための通信はすべて公衆通信によ

って行われるが,近 時船舶の増加に伴いその通信が混雑 してきたので,こ の

円滑化を図るため新技術の導入による海上通信の自動化が検討されてお り,

更に海事衛星の利用による通信の混雑緩和,高 品質化が世界的規模で研究さ

れている。

(2)内 航海運用通信

日本周辺海域を航行する小型内航船舶については,昭 和30年 代の初期 まで

は無線設備を設置するものが極めて少なかったが,こ れら船舶の海難事故多

発の状況にかんがみ,郵 政省は中小海運業者が容易に利用できる中短波無線

電話の設置のみちを開き,こ れら海運業者を構成員とする団体を免許人 とす

る専用海岸局(内航海岸局)の 設置を認めた。また,44年10月 船舶安全法の一

部改正法の施行により,沿 海区域を航行する貨物船等に無線設備の設置が義

務づけ られ,47年 度末現在 これ ら船舶局の うち500局 は中短波無線電話を,

2,826局 はVHF無 線電話(国 際VHF)を 設置 して,有 事の際海上保安庁
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海岸局に救助を求めるなど航行の安全に備えている。

これ ら船舶局の うちVHF無 線電話設備を備えるものは,同 設備に組み込

まれている公衆通信チャンネル(沿 岸無線電話)Y'よ って陸上の加入電話と

の間に随時通信ができるので,こ れによって事業運営のための通信を行って

いる。また,中 短波無線電話を設置する船舶は,全 国12か所に開設 されてい

る内航用海岸局を利用して事業運営のための通信を行っているが,上 記のよ

うな陸上の加入電話と接続する通話業務のみちが開かれていないため,最 近

はVHF無 線電話に移行する傾向にある。

近時内航船舶の大型化,高 速化,フ ェリー化が進められているが,こ れら

船舶の運航を能率的に行う目的で,専 用の海岸局の開設を希望するものが多

くな り,47年 度には15局 が開設され,そ れ らの数は145局 に達した。

以上のほか,海 運事業に使用される無線局 としては,船 舶に レーダのみを

設置 して航行の安全を図る無線航行移動局,港 内のみを航行す る船舶と陸地

間を結ぶための陸h移 動業務の無線局などがある。

12道 路運送事業用

(1)タ クシー事業用通信

ハイヤー ・タクシー事業ではサービスの向上と経営の合理化等 を 図 るた

め,無 線局を開設 し配車効率を上げている。すなわち,営 業所等に開設 され

た基地局か ら走行中又は待機中の無線車に対 し,随 時,配 車指令を行い,迅

速に利用者の需要に応 じ,併 せて燃料の節約,運 転手に対する労務管理,危

険の予防等に資 している。

タクシー事業における無線車数は約11万 台で,こ れは全国の台数約23万 台

のうち,約50%を 占めてお り,今 後 も更に普及するものと思われる。

(2)バ ス事業用通信

バス事業用無線は,自 動車の発着時間の励行又は調節その他所要の措置を

的確にするため,営 業所 と乗務員の間において走行状況等に関する必要な情
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報を交換 し,ま たいったん事故に際 しては,救 急作業を的確,迅 速に行 うた

めの連絡手段 として利用されている。

なお,過 疎地域におけるバス輸送の合理化,能 率化等のためにデマン ドバ

ス方式(利 用客からの要求に応 じてバスを運行させる方式)を 試験的に採用

している事業者がある。この方式は,乗 務員からコントロールセンターにバ

スの位置を無線信号により伝送 し,一 方,コ ン トロールセンターか ら乗務員

に対 しバスの行先の停留所名等を無線電話によって指示するもので注目をあ

びている。

13漁 業 用

明治45年,農 林省漁業指導船に初めて無線局を設置 したことによって始め

られた漁業における無線通信の利用は,こ れが遭難救助に役立ったこともあ

って漸増 し,昭 和16年 には1,109局 に達 した。

その後これ らの無線局は第2次 世界大戦の打撃によって一時激減 したが,

戦後漁業の復興とともに年 々増加 し,47年 度末には3万7,661局 に達した。

漁業用船舶局の普及状況は第3-3-18表 のとお りである。

漁業通信は漁船の操業形態によってその使用電波が異なるが,沿 岸,沖 合

漁業はVHF又 は中短波帯,遠 洋漁業は短波帯が主に使用され,全 国漁業基

地に設置された432局 の漁業用海岸局を中心 としてそれぞれの通信系を構成

第3-3-18表 漁業用船舶局普及状況(47年 度末現在)

区 別

10ト ソ 未 満

lOト ン以 上100ト ン未 満

100ト ソ 以 上

合 計

海 水 動 力
漁 船 数

zoo,122

14,767

3,271

288,160

漁業用船舶局 数

za,aoz

11,588

3,271

37,661

普 及 率

0
8.4

78.5

ioo.o

13.1
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している。

また,こ れ らの漁業用海岸局の うちには2,091kHzの 遭難信号自動受信機

又は27,524kHzに よる注意信号自動受信機をそなえて,漁 船の安全確保のた

めの聴守を行なっているものもある。

漁船の船舶局が使用する電波は中短波帯102波,短 波帯286波 に達 してい

るがなお不足の傾向にある。47年 度においても,い かつ り漁業の漁船の船舶

局が使用することのできる周波数1波 の割当てを行った。また,周 波数の効

率的使用並びに電波聴守の改善を図るため,こ れ らの船舶局に選択呼出装置

の使用が認められた。

(1)沿 岸漁業及び沖合漁業用通信

沿岸漁業の漁船,特 に10ト ン未満の漁船の電波利用のため,昭 和38年 か ら

27MHz帯1W・DSBに よる電波の使用が認め られた。

1W・DSBの 設備は比較的簡便であること,及びこの設備の対象となる10ト

ン未満の漁船が我が国の海水動力漁船全体の90%を 占めているところから,

その船舶局数 も2万4,018局 で全漁業用船舶局3万7,661局 の約64%を 占めて

いる。

これ らの漁船相互間の船間通信は,漁 海況の交換,投 網揚網のさいの連絡

が主で,同 一漁場に多数の漁船が集まる入合い操業の場合は,こ の船間通信

が非常Y'有 効 となっている。漁船 と漁業用海岸局の陸船間通信は,漁 業用海

岸局が所属漁船 との間に気象,漁 海況,操 業上の注意及び入港時間等の通報

の交換を行 うが,こ の通報によって港における水揚準備や漁船 の安全操業Y'

大きな役割を果た している。

沖合底びき網漁業,大 ・中型まき網漁業,近 海かつお ・まぐろ漁業,中 型

さけ ・ます流 し網漁業,同 はえなわ漁業等のいわゆる沖合漁業に従事する漁

船 の船舶局は,中 短波帯の電信電話あるいは短波帯の電話によって漁業通信

を行っている。中短波,短 波の電波を使用する漁船の船舶局は,戦 後漁業の

発展とともに上昇 し,昭 和28年 に3,511局 であったものが47年 には1万879局

に達し,実 に3倍 の増加を示 し,そ の普及率においても10ト ン以上100ト ン
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未満の海水動力漁船1万4,767隻 のうち,1万1,588隻 が無線設備を装備 して

おり普及率は78,5%と なっている。

(2)遠 洋漁業用通信

我が国の遠洋漁業は,そ の出漁海域が太平洋全域,イ ン ド洋及び大西洋の

世界全海域に及び,遠 洋かつお ・まぐろ漁業,遠 洋底びき網漁業等に従事す

る漁船は,い ずれも操業期間が長期にわたるため,無 線通信特に陸船間通信

が極めて重要なものとなっている。

これ らの船舶局が使用す る電波は主として短波帯であるが,短 波周波数は

世界的に使用されている関係上混信が多いこと,及 び我が国海岸局との通信

は伝搬の特性上,地 域によっては通信可能の時間が極めて短い等のため,必

要通信の疎通に困難をきたすことが多い。

47年度末現在,遠 洋漁業の漁船の船舶局を通信の相手方 としている漁業用

海岸局(12MHz以 上の電波を有するもの。)は63局 で,27MHz1W・DSBの

小型漁船を通信の相手方とする漁業用海岸局を除いたその他の海岸局143局

に対 し,44%と なっている。

また,漁 業通信を中央漁業用海岸局について見ると第3-3-19表 のとお

りである。

第3-3-19表 漁業用海岸局の通信取扱状況
(中央漁業用海岸局1日 の平均)

区 別 通信延べ時間 通信回数 降 闇 手騰

46年 度

47年 度

対前年度増加率(%)

51時 間13分

51時 間46分

1曾1

492回

537回

9.1

186局

191局

2.7

(3)母 船式漁業用通信

我が国の母船式漁業には,南 氷洋捕鯨漁業 と母船式北洋漁業があ り,こ れ

らの漁業においても無線通信は漁獲の向上並びに安全操業に重要な役割を果

たしている。母船と捕鯨船,母 船 と独航船 との間の船間通信には中短波及び
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短波が使用され,母 船と我が国漁業用海岸局 との間の陸船間通信には短波が

使用されている。

母船式漁業においては,そ の通信量が膨大であることと限られた通信可能

の時間帯にこれを疎通させ る必要があることなどから,短 時間に多量の通信

疎通が可能である印刷電信方式の導入が図られ,46年 以来試験通信が行われ

ているが,ま もなく実用化 され,通 信時間の短縮及び省力化に寄与すること

となろ う。

14ア マチ ュア業 務用

我が国のアマチュア無線は,昭 和27年7月 再開されて以来逐年隆盛の一途

をたどり,47年 度末の局数は21万 局を超え,こ の局数は世界では米国に次い

で第2位 となっている。また,ア マチュア局を運用 している者の職業はあら

ゆる職種にわた り,そ の年代は10代 か ら70代までまちまちである。

これを年齢層別の分布状況でみると第3-3-20図 のとおりで,25歳 以下

の者が全体の約60%を 占めてお り,男 女別の比率は,男 性97.3%,女 性2.7

%で ある。

第3-3-20図 アマチュア局を運用している者の年令層別分布

アマチュア業務は個入的な興味に基づいて行われるものであるが,こ れに
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とどまらず諸外国との交信を通 じて科学技術の交流を図 り,国 際親善に果た

している役割 も見逃すことはできない0更 に,天 災地変等の非常事態が発生

した際,災 害の復旧,救 援等に関す る通信の確保に大きな貢献をしてお り,

47年度に取 り扱った非常通信は約700通 にのぼっている。

最近のアマチュア無線の通信形態は,電 信 ・電話のほか,短 波帯の周波数

によるテ レタイプ,スR^ス キャンニングテレビジョン等にまで広が り,更

に,超 短波帯の周波数を使用 し月面による電波の反射を利用す る,い わゆる

月面反射通信の研究 も行われている。

45年から日本に居住する外国人で一定の条件を満たす者については,我 が

国のアマチュアクラブ局の一員となって運用するみちを開き,現 在米国及び

西独の国籍を有する者約20名 が運用 している。

15簡 易無線業務用

簡易無線業務は,米 国の市民無線の例にならい,広 く一般市民に電波を利

用するみちを開 くために制度化されたものである。

簡易無線局は容易に免許を受けることができるので,そ の利用者は極めて

多 く,約34万 局で全無線局数の約36%を 占めている。このうち,26MHz帯

及び27MHz帯 の周波数の電波を使用する簡易無線局(以 下 「市民ラジオ」

という。)は29万2,424局 である。

一般簡易無線局は販売事業や建設事業等に多 く利用され ,市 民 ラジオは構

内巡視,レ クリェーシニン等に多く利用されている。

この無線局は電波を共通に使用するものであ り,相 互の混信については保

護されないものであるが,で きる限 り多数の無線局が同一の電波を使用 して

通信を行 うことができるようにするために,空 中線電力に制限(一 般簡易無

線局は5ワ ット以下,市 民ラジオは0.5ワ ット以下)が 設けられている。

なお,市 民 ラジオの利用は逐年増加の一途をたどってお り,そ の中には国

内では使用が許されない多チャンネル高出力の機器が全国的に使用され,こ

のため放送の受信等に大きな障害を与え,ま た,そ の使用によって正常な市
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民 ラジオの運用が妨げ られてい るので取 締 りを実 施 してい るところであ る。

16そ の 他

上記各項のほか,自 営の無線通信は次のとお り広く各分野にわたっている

が,こ れ らの無線通信は一部が固定通信であるほかは,ほ とんどすべてが陸

上移動業務,携 帯移動業務又は無線標定業務等の移動通信である。

なお,実 用の通信を行わないで科学又は技術の発達のための実験を行うこ

とを目的とした実験局が各種分野において,1,375局 開設されている。

(1)国 の業務用

ア.検 察,矯 正管理,出 入国管理用

イ.税 関 用

ウ.南 極観測用

工.検 疫,麻 薬取締用

オ.港 湾工事用

力.干 拓事業,農 業水利用

キ,林 野事業用

ク.漁 業指導用

ケ.地 質調査用

コ.電 波監理,電 波監視用

(2)(1)以 外の事業用

ア.港 湾建設用

.イ.道 路管理用

ウ.コ ンテナ荷役用

工.造 船事業用

オ.石 油採掘事業用

力.測 量 用

キ.金 融事業用

ク。警備保障用



第3章 自営電気通信 一233一

ケ.医 療 用

コ.信 号報知業務用 等

第3節 無 線 従 事 者

1無 線従事者の種別

無線従事者は,無 線通信士(5資 格),無 線技術士(2資 格),特 殊無線技

士(6資 格)及 びアマチュア無線技士(4資 格)の4種 別に分かれ,そ の免

許は,無 線設備の操作に必要な知識及び技能について行 う国家試験に合格 し

た者及び郵政大臣が認定 した養成課程(特 殊無線技士又は電信級若しくは電

話級アマチュア無線技士のものに限る。)を修了した者であって,一 定の条件

に適合した者に与えることになっている。

無線局には,こ れらの無線従事者がその操作範囲に従ってそれぞれ配置さ

れている。

2無 線従事者国家試験施行状況

47年 度 におけ る無線従事者国家試 験の施行状況 は,第3-3-21表 に示 す

とお りである。 これを前年 度 と比較す ると,申 請者数 は1万8,719名(13.6

0)増 加 してい る。その資格別 内訳は,無 線通信士は2,389名(20,8%)減

少 しているが,無 線技術士が1,972名(10.8%),特 殊 無線技士が2,157名

(24.7%),ア マチ ュア無線技士が1万6,979名(20,8%)そ れ ぞれ増加 してい

る。ちなみに最近5年 間の統計 か ら申請者数 の状況についてみ る と,各 級無

線通信士及 び無線技術士については ほぼ横ばいの状態 であるが,ア マチ ュア

無線技士 につ いては増加 している。 これは電話級 アマチ ュア無線技士の著 し

い増 加による ものであ る。



第3-3-21表 無線従事者国家試験施行状況 (47年度)

項∴門 」
無 線 通 信 士 無線技術士

騒 鴨 第劃 計 嘲 嘲 計酬 鴨1計

殊
線
士

特
無
技

アマチュア無線技士

合 計

細 第劃 計 噸 電調 計

申 請 者 数6,1045,5106,63418,2483,1234,7657,8884,82015,45620,27610,8772,48gg,67912,1687,4877g,13686,623156,080

l

b◎
QQ
幽

ー

W

予

備

試

験

本

試

験

棄 権 者 数1,3445656562,5657721,6232,3958212,6833,5042,8611,2394,4805,7193,05221,80124,853

免 除 者 数2,6043,1183,1638,8852,4906,4778,967

受 験 者 数A2,1561,8272,8156,7982,3513,1425,4931,5096,2967,8058,016正,2505,lgg6,4494,43557,33561,770

合 格 者 数B4878409282,2551,1161,2392,3552841,2741,5583,9714331,8472,2801,78224,20925,ggl

合 管 鐸)・z
.・4…6…33.2147.5139.4142・918・82・2zo.・49・5134.6135.535.4140.242.242.1

受験 有 資
格 者 数

3,091 3,958 4,091 11,140 2,774 7,751 10,525

棄 権 者数 1,013 i,oai 1,188 3,222 800 2,409 3,209

受験者数C 2,07s 2,937 2,903 7,918 1,974 5,342 7,316

合格者数D 209 326 428 963 191 594 785

合格率(%)
D/C

10.工 11.1 14.7 12.2 9.7 11.1 10.7

全 科 目免 除2817512791382

者 数
318111 393

(注)航 空級及び電話級無線通信士,特 殊無線技士並びにアマチュア無線技士については予備試験,本 試験の区別がない。
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3免 許付与状況

47年 度 におけ る免許付与数は9万8,064名 で,そ の資格別内訳は第3-3

-22表 の とお りである。 これを前年度 と比較す ると,無 線通信士は356名 減,

無 線技術士は195名 増,特 殊無線技士は4,059名 増,ア マチ ュア無線技士は

4,909名 減 とな って お り,総 数では1,011名 減 となってい る。

第3-3-22表 無線従事者資格別免許付与数(47年 度)

資 格 別 1付与糾 資 格 別 困 与数

無

線

通

信

士

無
線
技
術
士

第1級 無線通信士

第2級"

第3級"

航空級 〃

電話級"

十
昌
=
ロ

第1級 無線技術士

第2級"

十
二
=
口

234

369

884

i,zat

1,161

3,869

iai

503

684

特

殊

無

線

技

士

ア

マ
チ

ュ
ア
無
線
技
士

レ ー ダ ー

無 線 電 話 甲

"乙

'レ 丙

多 重 無 線 設 備

国 内 無 線 電 信

計

第1級 アマチュア無線技士

第2級 〃

電信級"

電 話級"

計

7,282

9,730

18,135

1,014

3,349

252

39,762

436

1,826

3,473

48,014

53,749

合 十
一
=
口

98,064

4無 線従事者数

47年 度 末現在におけ る無 線従事者数は92万6,644名 で,そ の資格別内訳は

第3-3-23表 に 示す とお りで ある。
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第3-3-23表 無線従事者数 (47年度 末現在)

資 格 別 1従事緻 資 格 別 従事者数

無
線通

信
士

第1級 無線通信士

第2級"

第3級"

航空級"

電話級"

10,080

11,510

22,706

10,264

27,956

計1・2,516

無
線技

術
士

第1級 無線技術士

第2級"

8,297

14,867

計23,164

特 殊 無 線 技 士

無

線

技

士

ア

マ
チ

ュ
ア

第1級 アマチュァ無線技士

第2級 〃

電信級II

電話級 〃

451,469

3,580

15,214

28,218

322,483

十
二
=
ロ 369,495

合 十
二
=
口 926,644

5学 校等の認定

予備試験等の免除のための学校等の認定制度は,昭和36年2月 に実施され,

47年度末現在認定されている学校等は124校 で,そ の内訳は第3-3-24i麦

のとおりである。

第3-3-24表 認 定学校等一覧表 (47年 度末現在)

区 別

学

学
校

校

校

校

他

大

弾
学

学
瞭

期
攣

輪

の

大

短

高

高

各

職

そ

認
定
学
校
数

2

7

3

1

Q

8

3

FD

-

3

1

認 定 部 科 数

第1級
無 線 通 信 士
第2級

備

語

予

英

i

予 備
英 語
通信術

2

備

語

予

英

4

2

4

1

予 備
英 語通信術

2

7

第3級

認繍

Q
1

2

1

5

1

7

1

2

無線技術士
第1級

予備

92

4

第2級

予備

!0

60

is

十
昌
昌
ロ

z

l2432it922349649226

ρD

3

3

3

0

9

3

9

2

1

rD

3

十
昌
冒一口
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6無 線 従事 者 の養 成 課 程 の実 施 状 況

47年 度 において実施 された養成課程は1,469件 で,そ の内訳 は第3-3-

25表 に示 す とお りであ る。 、

第3-3-25表 無線従事者の養成課程実施状況(47年 度)

資格

事項

実施件数

履修者数

修了者数

特 殊 無 線 技 士

レー ダ

160

6,296

6,254

難

乙

雛

甲
「

2351406

9,77818,804

9,68818,722

無線 多重電話 無線

丙 設備

22

648

647

40

2,215

2,080

国内
無線 小計
電信

4

186

186

867

37,927

37,577

アマチュア無線技士

電信級

79

2,465

2,001

電話級

523

32,812

23,705

小計

602

35,277

25,706

合計

1,469

73,204

63,283




